
様式１

１ ： ※ 03 ※ 申請者 06 適格組

２ ： 04 05 の規模 合証明

令和　　３・４　　　年度において、厚生労働省で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

令和     ２     年    １２       月       １     日

07 本社（店）郵便番号 08 法人番号

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

09 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

10 商号又は名称

11 役職

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

代表者氏名 13 担当者氏名

14 本社（店）電話番号 15

（ 内線番号 ）

16 本社（店）ＦＡＸ番号

18 メールアドレス

（19 代理申請時使用欄）
申請代理人 申請代理人郵便番号 100-0013

申請代理人住所 東京都千代田区霞が関１－２－２ 申請代理人電話番号 ０３－１２３４－１１１１

申請代理人氏名 労働行政書士事務所　労働　一郎

20 外資状況 21 営業年数

１ ２ ３ 年
［ 国名 ：                        ］ ［ 国名 ：                        ］ ［ 国名 ：                       ］アメリカ ［ 国名 ：                       ］イギリス

（ 外資比率 ： １００％ ） （ 外資比率 ：    ７０％ ） （ 外資比率 ：   ３０ ％ ） 22 総職員数

（人）

設立年月日（和暦） 24 みなし大企業 厚生労働省における令和３・４年度一般競争参加資格（測
量・建設コンサルタント等業務）を有している。

明治 大正 下記のいずれかに該当する 該当しない

昭和 平成 ・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業 有している 有していない

令和 ・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業

・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業 申請中
※欄については、記載しないこと（以下同じ）。
　「17  電子入札用ＩＣカードの登録番号」欄には、当省の電子入札システムでの企業ＩＤ（複数ある場合は代表的なものを１つ）を記入すること。

5 61 2
電子入札用ＩＣカードの登録番号

3

厚生労働省大臣官房会計課長　　　殿

1 2

1 2 3
17

3 4 5 6

0

23

19

4

2 5

2

o . j p

7 年 1 0 月

外 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社

1 日
✔

m h l w . cs e t s u @k o u s e i k e n

0 0 0 7 8 9 0

8

0 3 － 1 2 3 4 － 0

3 4 － 5 6 7
担当者電話番号

0 3 － 1 24 － 5 6 7 80 3 － 1 2 3

厚 生 太 郎 子厚 生 花

ハ ナ ココ ウ セ イウコ ウ セ イ タ ロ

代 表 取 締 役

設 （ 株 ）

ン セ ツ

厚 生 労 働 建

コ ウ セ イ ロ ウ ト ゛ ウ ケ

゛ セ キ

－ 2－ 2東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 1

11 1 1 1 1 1

更 新 1 2 － 4 5 6 7 83

1 0 0 0 0 1 3

25

12

1

チ ヨ タ ゛ ク カ ス ミ カ

1 1 1 1 1

✔

5

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

平成   　  年　　     月　　     日
令和

第                     　　　　　　　　　    号

※ 　02　 受　付　番　号

建 設 業 許 可 番 号

01 新 規 － 業 者 コ － ド



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

③   申   請   を   希   望   す   る   地　　域
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① 合

計
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九
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沖
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北
海
道

東
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関
東
甲
信
越

東
海
北
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近
　
畿

中
　
国

総
　
　
合
　
　
評
　
　
定
　
　
値

希 望 工 種 区 分

0 ○

1 3 2

四
　
国

91 1 1

そ の 他

解 体

清 掃 施 設

1

消 防 施 設

○7 0 0水 道 施 設

建 具

さ く 井

2

造 園

○ ○6 2電 気 通 信 6

舗 装

し ゅ ん せ つ

板 金

ガ ラ ス

塗 装

防 水

内 装 仕 上

機 械 器 具 設 置

熱 絶 縁

鉄 筋

鋼 構 造 物

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク

管

電 気

屋 根

石

と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト

左 官

大 工

6

建 築 一 式

○ ○ ○ ○ ○土 木 一 式 1 1 0

競 争 参 加 資 格 ②    総　　合　　評　　定　　値

－



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

番

号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領

１ 本表は、申請日時点において作成すること。

２ 「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有する全ての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。

４ 「電話番号」欄及び「ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載すること。この場合においては、市外局番、市内局番及び番号を、「－（ハイフン）」で区切り記載すること。

５ 「建設業許可業種（上段）」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すこと。

６ 「営業区域（下段）」の欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ドを記載すること。

様式２

８ ２ － ７ ８ ９０ － ０ ０ ０ ０

２ －

８ ９ ０ ○－ ７ ８ ９ － ７

２１，２２，２３

○

0 0 0 0
02

０ ０

０ ８ ２区 ０ － ０ － ０

００

03 広島支店
７ ３ ４ 広 島 県 広 島 市 中

0 0 0 0

県 名 古 屋 市 昭 ５ ２ －和 区 ０ － ０ － ７ ８４ ５

２ ３ ４

０ ０ ５ － ５ ６

１１，１２，１３，１４

４ ５ ５ － ０

○

５

○

０ ０ ０

東

名古屋営業所
４ ６ ６ 愛 知

０ － ０３ －

６

１

舗 園 井 具 水 消

01 本店営業部
霞

0 0 1 3

○1 0 0 京 都 千 代 田 区

解

F A X 番 号  （下段）

が 関 １ － ２ ７ ８ ○

清塗 防 内 機 絶 通

－

板 ガと 石 屋 電 管 タ

営          業          所          一          覧          表

電 話 番 号  （上段）
土 建 大 左

３４，３５

営    業    所    名    称
郵　便
番　号

所            在            地

建     設     業     許     可     業     種  （  上  段  ）

（  下  段  ）営             業             区             域

しゅ

１ ２ ３ ４ － ５－ ２ ０ ３ －

鋼 筋



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

技                          術                         職                         員                         数

建  設  工  事  の  種  類 １          級 講習受講 基幹 ２級 そ     の     他 合 計 ※評点
① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計 （Ｚ）

０１ 土木一式

０２ 建築一式

０３ 大工

０４ 左官

０５ とび・土工・コンクリ－ト

０６ 石

０７ 屋根

０８ 電気

０９ 管

１０ タイル・れんが・ブロック

１１ 鋼構造物

１２ 鉄筋

１３ 舗装

１４ しゅんせつ

１５ 板金

１６ ガラス

１７ 塗装

１８ 防水

１９ 内装仕上

２０ 機械器具設置

２１ 熱絶縁

２２ 電気通信

２３ 造園

２４ さく井

２５ 建具

２６ 水道施設

２７ 消防施設

２８ 清掃施設

２９ 解体

合              計

区         分

自  己  資  本  額

利       益       額

経    営    状   況

その他の評価項目

※数値 ※点数 ※合計 ※評点（X2）

2,156,517 5,324,711 951,806 8,433,034

760 707 633 2,100

※　評　　点　　　（Y）

※　評　　点　　　（W）

156,517 324,711 51,806 533,034

786 922 679 2,387

年間平均完成工事高（千円）

3,303,091

5 12 645 10 3 44 14 3 27 15 5 5

① ② ③ ④ ⑤ ⑥or計

6 5 2 13 3 5

3 7 414 7 2 21 8 2 14 9 3 44 5 1 10 2 3

231 2 2 51 1 1 32 1 3 61 2 3

※金額は全て税抜で記載し、千円未満は四捨五入すること。

－

62 0 1 3

共      同      企      業      体 　　等     調      書   　（　そ  の  １　）

様式３



様式４ 

 

再度の一般競争（指名競争）資格審査の申請書 

 

 

令和 ２年 １２月 １日 

 

厚生労働省大臣官房会計課長 殿 

 

 

住所 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

商号又は名称 厚生労働建設株式会社 

代表者氏名 厚生 太郎 

担当者氏名 厚生 花子 

電話番号 ０３－１２３４－５６７８ 

 

建設業法第２７条の２３第３項の規程により、形成事項審査の項目及び基準を定める件

（平成６年建設省告示第１４６１号附則４の規程により国土交通大臣が指定した企業集団

に属する建設業者に係る経営事項審査に基づき、再度の一般競争（指名競争）参加資格の申

請を希望します。当該企業集団に属する代表建設業者以外の建設業者で現在、一般競争（指

名競争）参加資格に登録している会社名等は下記のとおりです。 

 

 

記 

 

 

会 社 名 代表者名 住      所 資格決定登録番号 

労働建設株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

労働 一郎 

 

 

 

 

 

 

 

東京都千代田区霞が

関０－０－０ 

 

 

 

 

 

×××－×××××× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東北、関東甲信越、東海北陸、近畿、中国、四国

土木一式、電気通信、水道施設

令和　　　２　年　　４　月　　１　日

厚生労働省大臣官房会計課長 殿 第　　１２３　－　４５６７８　　　　号

〒１００－００１３
　東京都千代田区霞が関１－２－２
　厚生労働省建設株式会社

　厚生　太郎

下記のとおり変更があったので届出をします。

１　変更内容

２　変更事項に係る添付書類名

（注） １　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること。
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付資料と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。
４　変更届事項に係る添付書類は、次のとおりとする。
（１）　法人の住所、代表者、商号又は名称に係る変更の場合は、登記事項証明書
（２）　個人の住所に係る変更の場合は住民票
（３）　競争参加資格希望工種区分に係る変更の場合は、総合評定値通知書等の写し
（４）　申請を希望する地域に係る変更の場合は、総合評定値通知書等の写し及び営業所一覧表（様式２）

様式６

登　録　地　域　名

登　録　業　種　名

資格決定通知書の

交付年月日・番号

変更年月日

競 争 参 加 資 格 審 査 申 請 書 変 更 届 （建設工事）
令和　２年　１２月　１日

令和2年11月30日

住　　　　　　　　　所

商 号 又 は 名 称

・代表者の変更 厚生　一郎 厚生　太郎

変　更　事　項 変　　　　更　　　　前 変　　　　更　　　　後

代　表　者　氏　名


